






3　明治 20 年代（及び 30 年代初頭）の「修養」の類型化













索を行うと 3500 点以上の図書、資料が表示される。このうち 1890 年
（明治 23 年）から 1899 年が僅か 29 点であるのに対して、1900 年（明
治 33 年）から 1909 年が 420 件と一挙に 10 倍以上となり、1910 年から
1919 年は 1120 件へと更に倍増する。年ごとにみると、1899 年が 6 点で
あるが、1900 年には 19 点となり、その後、18、23、35、26、31、46、
73、68、81 と推移して行く。そして 1910 年からの 10 年間は毎年ほぼ


























































った *11。またこのことに加え、辞書に culture の訳語として「修養」が
なかなか登場しないことも理由にあげてよいだろう。
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辞書の訳語の流れをみてみると、1873 年（明治 6 年）の日就社によ
る『英和字彙 附音插図』で culture には、修行、教化という訳語があ
てられ、1881 年（明治 14 年）の『哲学字彙』では、修錬という訳語が
あてられている。「修錬」「修行」が、culture に対しての明治時代の一
貫 し た 訳 語 で あ っ た。OED に よ れ ば、culture は、mind, tastes, 



























ろう。ただし、この明治 34 年以降「修養」が culture の一般的な訳語
になったわけではなく、明治 37 年の『最新英和辞林』、明治 40 年『双
解英和大辞典』では culture に対して修養という訳語は示されていない。
ドイツ語辞書でも Bildung, Kultur に対する教養、修養という訳語は、
すぐには登場しない。明治 23 年 5 月発行の行徳永孝編訳『独和字書大
全』では Bildung に対しては、「形象、容貌、風化、開化」という訳語
があてられている。また明治 31 年 1 月に三省堂が刊行した『袖珍独話
新辞林』では、bilden は、「開発する、教化する、訓練する、琢磨す
る」となっている。ドイツ語辞書で、教養という訳語が辞書にはじめて

















北村透谷 明治 26 年 7 月 教養（カルチューア）
徳富蘇峰 明治 26 年 8 月 教養（カルチュア）
植村正久 明治 29 年 12 月　 修養（カルチュア）
内村鑑三 明治 30 年（27 年の講話） culture（修養）
綱島梁川 明治 37 年 11 月 教養（カルチューア）
魚住折蘆 明治 42 年 教養（カルチュア）
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な類型化が可能だろうか。本稿では明治 20 年代から 30 年代はじめの
「修養」の意味に関して以下のような 6 の類型を設定する *15。
自己支配性 実践性 個人主義の扱い 性質
























































































となし得る也」（明治 28 年 9 月 18 日）*25、「身体の健全をたのみて精神
の修養を等閑に附すなかれ。予の身体の鍛錬に注意するも、所詮精神の
健全なる発達をのぞめば也」「身体は要するに精神の修養を助くる一の











































































































創立以来登録された団員は 618 万 9940 名に及んだ」*39。そして、「大正
の後期から年々少しずつ全体主義、一斉主義の傾向を増していったが、
その講習法は昭和 10 年代にはいってゆくと、「全体修養」「全体訓練」
























4　明治 20 年代（及び 30 年代初頭）の用語例






































































































24 年 5 月）という論での「精神的修養」は、否定的ニュアンスを帯び
ているものの、言葉の含意としては③の類型に整理できよう *58。一方、
「彼等から如何なる青年を修養したるかを知らんと欲せば、今日の壮士
を見よ」（「明治の青年と保守党」明治 24 年 5 月）は、①、あるいは②
の意味に近い *59。
ところで蘇峰は、明治 20 年代半ばを過ぎても「教養」をしばしば用














っただろうか *63。植村正久の「修養」の用例は、明治 26 年 3 月に見ら
れる。植村はそこで、「道徳の修養に勅語の力を必要なりとするの論者
は、更に一歩を進めて、厳然たる構成を天外より顕彰し来たるべき真正























明治 31 年 8 月、内村は、「道徳は財産の如きものなり、其実行となりて




































































































ある。その例を、渋江保『初等教育小心理書』（博文館、明治 24 年 10
月、通俗教育全書 22 編）、渋江保『普通教育学』（明治 25 年 3 月、博文
館）、ヘルマン・ケルン（沢柳政太郎、立花銑三郎訳）『普通教育学』










































明治 33 年（1900 年）のことであるが、それに先立つ事柄を幾つか検討
してみよう。先ず幾つかの点で注目したいのが、木村巌『臣民実践道徳





























































増加し記事を精撰したりしが、其講義評釈類は、来る 31 年 3 月を期し




いう名称であったことも考慮すると、30 年から 31 年にかけて、「修養」
に注目が集まっていたとしてよいだろう。この『陽明学』について、魚
住折蘆は、次のように書き綴っている。























国憲法を無上の権威」とする動向であり、明治 29 年末から明治 30 年に
かけて、宗教家が集まり、そうした国家主義的動向と対峙すべく、丁酉
懇話会が結成されている *104。そして Ethical Culture のようなものを目
ざすとした丁酉懇話会の趣意書が作成されるのだが、そこには「修養」
の文字は出てこない。
しかし、これと対照的に、明治 33 年（1900 年）の丁酉倫理会の趣意
書には「修養」が多用されている。このことは、姉崎周辺で「修養」が、







30 年の段階では積極姿勢を示したが、明治 33 年には消極姿勢に転じて


























































































きた。（升信夫「修養、教養、paideia」『桐蔭法学』21 巻 1 号 2014 年、
「明治期修養を巡る一考察」『桐蔭法学』21 巻 2 号 2015 年）　本稿は、
明治 20 年代から 30 年代初頭を対象とし、「修養」の類型化を軸に、
「修養」「教養」に多様な事柄が絡み合うことについて考察する。














*6 佐藤一斎『言志四録』明治書院、1936 年、135 頁。
*7 『横井小楠遺稿篇』山崎正董編著、明治書院、1938 年、3 頁。
*8 『吉田松蔭全集　第 2 巻』（山口教育会、岩波書店、1935 年）328 頁。
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*10 Smiles, Samuel, Self-help: with illustrations of character and conduct, 
1866, Boston, Ticknor and Fields, pp.20–21.





















*13 明治 20 年代半ばに culture を「修養」と訳すケースが皆無なわけで
はない。たとえば明治 26 年刊行の教育学の書物では「bilden は英語
にて to cultivate を云い、陶冶する、修養する、薫陶するなど云う意
味なり」という記述もある（ゲ・ア・リンドネル、湯原元一訳『教育





サンドル、浜田寿一訳『教育学（倍因氏）』明治 18 年 1 月、2 頁）。
また和久正辰『教育学教授書』（東京学館独修部、明治 27 年 8 月）に
は、教授 instruction、訓化 discipline、教練 training、保訓 tution、




*14 表の出典は以下の通り。北村透谷『透谷全集 2 巻』岩波書店、1950 年、
275 頁。徳富蘇峰『静思余録第二』民友社、明治 28 年、11 頁。植村
正久『植村正久著作集 2』新教出版社、1966 年、345 頁。内村鑑三
『内村鑑三全集 4』岩波書店、1984 年、284 頁。綱島梁川『梁川全集


















し、（2）は⑥に対応する。明治 20 年代から 30 年代はじめは、②、③、































































義の教育説』鹿島新太郎（出版）、明治 26 年 12 月、21 頁）。
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*23 丸山真男『日本政治思想史研究』東京大学出版会、177 頁～ 180 頁。





*25 『梁川全集 8 巻』342 頁。
*26 『梁川全集 8 巻』362 頁。
























*32 『植村正久著作集 4』18 頁、48 頁。
*33 『梁川全集 8 巻』351 頁。
*34 『清沢満之全集第八巻』419 頁、『清沢満之全集第七巻』209 頁。
*35 ただし、日本のキリスト教では、Retreat を修養会と表現する伝統は
今なお継承されている。修養会の起源については、「河井道子とキャ








*36 『植村正久著作集 4』356 頁。
*37 木村巌『臣民実践道徳学』明治 28 年 9 月、233 頁。ただ、副島種臣



















*42 『勤学と処世』博文館、明治 29 年 2 月、日用百科全書、第 9 編、1 頁。












『自由略論』明治 22 年、鍾美堂、39 頁）。










6 冊、明治 4 年、第 11 編③）。
*49 大井前掲書 10 頁。












*53 森本介石（松村）『学生之錦蘘』江藤書店、明治 21 年 7 月、22 頁～
24 頁。











*56 徳富猪一郎『新日本之青年』集成社、明治 20 年 4 月、 96 頁。
*57 徳富前掲書、123 頁。
*58 徳富猪一郎『青年と教育』民友社、明治 25 年、129 頁。
*59 徳富前掲書 117 頁。
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*64 『植村正久著作集 2』337 頁。
*65 『植村正久著作集 2』397 頁、398 頁。
*66 植村正久『信仰の友』警醒社、明治 31 年 4 月、122 頁、146 頁。
































*71 井上円了『教育論』琴峰堂、明治 25 年 6 月、5 頁。
*72 升信夫「明治期修養を巡る一考察」『桐蔭法学』2015 年。
*73 伊藤整『日本文壇史 1』講談社、昭和 28 年、204 頁。





































の言葉はよく知られている（Wordsworth and Coleridge, Lyrical 


























*88 渋江保『初等教育小心理書』博文館、明治 24 年 10 月、9 頁、41 頁、
195 頁。
*89 渋江保『普通教育学』明治 25 年 3 月、博文館、155 頁。
*90 高久清吉『ヘルバルトとその時代』1984 年、玉川大学出版部、44 頁
他。
*91 ヘルマン・ケルン（沢柳政太郎、立花銑三郎訳）『普通教育学』富山
房、明治 25 年 12 月、8 頁。
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*92 ケルン前掲書、46 頁。





語を奉読し了りて 5 分乃至 10 分間沈黙して、勅語の趣旨を服膺実践
する所以を工夫すべし」「教育が忠君愛国の徳義を尽くすは即ち教育
に奮闘し教育者の品格を保ち、其任務を果たすの外なきを思うべし」
等を挙げている（沢柳前掲書、93 頁 -97 頁）。




*100 『井上博士講論集、第一編』敬業社、1894 年、103 頁。
*101 井上哲次郎『教育と宗教の衝突』敬業社、明治 26 年 4 月、33 頁。
*102 『折蘆書簡集』545 頁。
*103 『有島武郎全集 13 巻』筑摩書房、1984 年、14 頁。

















トリオティズム」を巡り提起している（Rorty, Richard, Achieving 
Our Country, Harvard University Press, 1999）。
*108 蘇峰は次のように論じている。「今後 60 年に於いては、日本国の面積
を二倍するにあらざるよりは、今日に於ける人口と面積との比例を保


































2013 年、51 頁）。　しかし、明治 30 年前後の修養論の配置から考え
ると、清沢の修養論は、忠君愛国とは明確な隔たりを見せ、また決し
て逃避的ではなく、こうした批判はあたらない。
（ます・のぶお　桐蔭横浜大学法学部教授）
